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Ⅰ 建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性、特色等 

 

 静岡福祉大学の設置者である学校法人静岡精華学園の歴史は、明治 36(1903)年に杉

原正市により創設された静岡精華女学校にまでさかのぼる。当該校は建学の精神「時

代に即応する新しい人材の育成」に基づき女子教育に努めてきた。 

 校訓に「凛々しきこと、優しきこと」を掲げ、戦前の女学校時代より、戦後の教育

制度の改革の中で静岡精華中学校・高等学校として発展を遂げてきたが、平成15(2003)

年の学園 100 周年を契機に 21 世紀社会の国際化、情報化の進展、環境問題の重視、福

祉社会の到来といった時代状況を見据えて「静岡精華学園総合計画」（SEIKA ルネッサ

ンス 21）を策定した。 

 その中で学園全体の教育理念を「愛・自立・共生」としたが、これは人間が生きて

いく上での基本理念であり、また福祉の理念でもある。これに基づき静岡精華中学校・

高等学校を男女共学として名称も静岡大成中学校・高等学校とするとともに、平成

16(2004)年に当時の静岡福祉情報短期大学を廃止し、静岡福祉大学を創設した。 

 静岡福祉大学は、建学の精神「時代に即応する新しい人材の育成」を引き継ぎ、学

園全体の教育理念である「愛・自立・共生」を踏まえながら、大学独自の教育理念「福

祉力を鍛える」をスローガンに、人間教育を土台として、これからの福祉社会を支え、

地域に貢献する人材の養成を目指している。  

本学は、理念の方向を過去にではなく未来に置いて、これからの超高齢化社会に対

応した未来志向の姿勢を維持している。 

すなわち、21世紀の福祉社会の流れは、貧しい人々を救済する保護行政の段階から、

憲法第 25 条第 1項に規定されている「すべて国民は健康で文化的な最低限度の生活を

営む権利を有する。」の保障という段階を経て、さらに、すべての国民が生きがいを持

てる、健全で安らかな生活を保障される段階へと移行しつつある。 

ここでは、社会を構成する一人ひとりの人権が何よりも尊重され、生活のあらゆる

面で自己決定権が重視され、社会福祉の対象となる場合においても、福祉サービスに

対する選択の自由が認められ、さらには、すべての人の生活を保障するソーシャル・

インクルージョンの理念が掲げられている。障害者福祉においても、障害のあるなし

にかかわらずすべての人が生活できる社会を形成するという運動を通じ、ノーマライ

ゼーションの思想やユニバーサルデザインといった発想が福祉哲学の根底となり、障

害者の自立支援を目指す方向が新たな基本理念として認められつつある。本学はこの

ように発展しつつある 21 世紀の福祉社会における公私の場で活躍できる人材育成を

最大の使命、目標としている。 

本学は、学則第１条において「教育基本法及び学校教育法に基づき、福祉に関する

高い知識と優れた技能を併せ備えた有能にして社会の要請に応え得る有為な人材を養

成することを目的とする」と明記している。 

この目的を達成するために、第一に「福祉力を鍛える」ことで人間形成を実現する

教育を推進している。これは、社会福祉の仕事に必要な能力を中心にして基本的な教

育の質を獲得させることで、具体的には、豊かな感性・情熱（いわゆる「福祉の心」)

を持ち、社会福祉に必要な知識を習得し、かつ、福祉についての技能を磨き、自らの
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健康・体力を維持し、人間関係を調整できるコミュニケーション能力を育成すること、

また人権意識を養うことは「福祉教育」の主要な要諦であるが、これらを「福祉力」

という言葉で表現している。本学では、これによって、単に福祉の分野だけでなく行

政・教育・産業界などのあらゆる分野へ応用できる能力を習得させるよう努力してい

る。 

 第二に、地域福祉を重視し地域貢献に徹することである。本学では、「キャンパスは

地域全体」というスローガンを掲げ、短期大学時代の準備期間を経て社会福祉学部の

開学と同時に「地域交流センター」を立ち上げ、学生ボランティアの活動を通して地

域社会へと貢献する教育を展開し、その実績は地域社会の発展に貢献している。 

 また、心の時代といわれる最近の社会状況のなかで、「心の問題」を抱える地域住民

が増え、対応が求められている。本学では、この課題に対する地域社会の要請に応え、

学内に「心の相談センター」を設置することにより、地域における「心の問題」を解

決し、より明るい地域社会建設に役立つために活動している。 

 さらに、短期大学時代から行っている「エクステンションセンター」を中心に、本

学教員による地域住民への講座を開講しており、地域社会の知的な要請にも応えてい

る。これは生涯学習の一環として、地域社会で重要な役割を果たしている。 

 以上のような、「福祉力」を鍛える人間形成教育と地域福祉活動が本学の個性・特色

で、これについては地域社会では広く周知されていると共に、歓迎・評価されている。 

 

本学は、卒業に際して社会福祉士及び精神保健福祉士の受験資格を取得するため厚

生労働省の監督下にある。また併設している静岡福祉大学短期大学部も厚生労働省の

介護福祉士養成施設として位置づけられている。平成 19(2007)年 10 月の「社会福祉

士及び介護福祉士の一部法律の改正」制定により、平成 21(2009)年度から大幅なカリ

キュラムの改編が行われることとなったが、同時に、介護福祉士の資格要件も大幅に

変わることになった。このような、状況の変化に対応して、本学園では短期大学部を

募集停止し、その介護福祉士養成機能を四年制大学の新学科（健康福祉学科）に移行

して、より高度で専門的な介護福祉士の養成に踏み出すことにした。 

 さらに、これを機に、既存の社会福祉学部も改編して、これまでの福祉心理学科と

福祉情報学科の 2 学科から、福祉心理学科、医療福祉学科、健康福祉学科の 3 学科に

することを決定し、文部科学省の認可を経て、平成 21(2009)年 4 月より、3 学科体制

となっている（既存の福祉情報学科は平成 21(2009)年 4 月から学生募集停止したが、

平成 23 年度までは存続するので、これからの 3 年間は実質 4学科体制である）。 

 新体制の理念と方向は、これからの福祉社会の動向に対応している。また、本学の

ような実践的な教育を中心とする大学は、地域社会全体の構造及び状況と無関係では

存在できない。高齢化はさらに進み、それを支える人材が払底しているのが現状であ

り、とりわけ介護の現場ではそれが顕著になっている。それに対して高度な福祉の専

門家を提供することが本学に課せられた使命でもある。 

介護保険法の改正以後、地域の健康に関する意識をかん養することが急務になり、

食育の強化や健康の増進を通して地域社会を支える要求が強まっている。さらに、地

域社会での医療の崩壊などに対応し、それをサポートする任務も課せられている。今
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後、医療と福祉の融合は強まると予想される。そのうえ複雑化した社会構造に付随す

る「心の問題」をケアする臨床心理の専門家も必要としている。以上のような焦眉の

社会的課題に応えるのが本学の使命であり目的でもある。 

 

Ⅱ 大学の沿革と現状 

 静岡福祉大学の直接の前身は、静岡精華短期大学である。これは、21 世紀の到来が

近いという新たな潮流の中で、地域社会の要請に応じて、短期大学の創設が浮上し、

学校法人静岡精華学園が、平成 4(1992)年、土地の貸与・提供など静岡県焼津市の協

力を得て開学したものである。 

この短期大学は、女子の社会進出と国際化・情報化に対応して設立されたもので、

国際文化学科と商学科から構成され、当時の国際化と情報化のすう勢に対応したもの

であった。 

その後、状況の変化に合わせて、男女共学化を図り、国際化の動向に対応して留学

生を多数入学させたりしたが、地域の要望に応えるという点では課題が多かった。 

そこで、さらに地域社会の新しい要望に応えるべき福祉系大学への模索がはじまっ

た。この方向転換については平成 13（2001）年の短期大学 10 周年記念式典に際して

その転換をアピールした。 

 平成 14(2002)年、国際文化学科を廃止して、介護福祉学科を設立して、同時に厚生

労働省監督下の「介護福祉士養成施設」となった。その時から福祉系の四年制大学へ

の準備が始まり、その移行措置の一環として、平成 14(2002)年、短期大学の名称を静

岡福祉情報短期大学に改称した。そして、平成 16(2004)年 4 月に静岡福祉大学が誕生

した。 

 静岡福祉大学は、以上のような経緯の中で、学園の長い伝統と実績を踏まえ、21世

紀の福祉社会を指導するリーダーの養成という使命をもって新たな理念の構築を掲げ

て、四年制大学の社会福祉学部（福祉心理学科、福祉情報学科）として開学した。さ

らに、地域社会の新たな人材養成に応えるため、平成 21(2009)年 4 月から社会福祉学

部の学科を改編し、福祉心理学科、医療福祉学科、健康福祉学科の 3 学科とした。 

 平成 21(2009)年 5 月 1 日現在の状況は次のとおりである。 

 

１．大 学 名   静岡福祉大学 

２．所 在 地   静岡県焼津市本中根 549 番 1 

３．学部・学科構成 社会福祉学部  

福祉心理学科、医療福祉学科、健康福祉学科、 

福祉情報学科 {平成 21 年(2009)年 4 月から学生募集停止} 

４．学士課程の学生数、教員数、職員数 

        学生数 698 人 

        教員数 専任教員 35 人 助手 2人 兼任教員 30 人 

        職員数 28 人 
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Ⅲ 「基準」ごとの自己評価 

基準 1. 建学の精神・大学の基本理念及び使命・目的 

 

1 - 1 建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されていること。 

1 – 1 - ① 建学の精神・大学の基本理念が学内外に示されているか。 

（１）事実の説明（現状） 

・本学の建学の精神・大学の理念、目的については、ホームページに掲載し、広く

学内外に示している。 

・学生に対しては『学生便覧』、学生厚生委員会が発行している『キャンパスライフ

の手引き』に掲載して周知徹底を図っている。 

・キャリア支援関係授業の冒頭で「本学の建学精神、教育理念、目的」についての

講義を行っている。 

・本学の「建学の精神・基本理念」に関する文書を教職員に配布している。 

・毎年の入学式、オリエンテーションやフレッシュマンセミナーにおいて学長が特

に説明している。また、開学５周年記念式典{平成 20(2008)年 10 月}等の市民参

加行事においても、広く認知されるように説明している。 

・受験生についてはオープンキャンパス及び大学案内冊子で説明している。 

・企業・施設向けの就職用パンフレットにも掲載している。 

・本学で行われている福祉関係者の研修会（基準 10-3 等参照）等において説明して

いる。 

 

（２）1 - 1 の自己評価 

・本学の建学の精神や基本理念は、学内をはじめとして、広く社会に示されている

と評価している。 

  

1 – 1 の改善・向上方策（将来計画） 

・在学生について、「本学の建学精神・教育理念」についての認識を高めるために、

年度初めのキャリア支援関連授業等において継続的に説明を行っていく。また随

時、行事など挨拶の際に、繰り返し口頭で説明するよう努力する。 

・教職員に対しては、定例の教授会や事務部会議の中で、機会を捉えて口頭で説明

し、浸透を図る。 

・外部で行なう大学説明会や講演会に加え、大学に関連する後援会、保護者懇談会、

同窓会総会・役員会等でも説明する。 

 

1 – 2  大学の使命・目的が明確に定められ、かつ学内外に周知されていること。 

1 – 2 - ① 建学の精神・大学の基本理念を踏まえた、大学の使命・目的が明確に

定められているか。 

（１）1 - 2 の事実の説明（現状） 

・本学の使命・目的については、学則第一条に「本学は、教育基本法及び学校教育

法に基づき、福祉に関する高い知識と優れた技能を併せ備えた有能にして社会の
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要請に応える有為な人材を養成することを目的とする」と規定されている。この

目的は、平成 15(2003)年の「静岡精華学園総合計画」に示された理念とともに確

認されている。 

 

1 – 2 - ② 大学の使命・目的が学生及び教職員に周知されているか。 

・学生への周知のために、ホームページに大学の使命・目的を示している。また、

学生便覧には「静岡福祉大学学則」が掲載されているが、その学則第一条の規定

に目的が明示されている。その他、学生が参加する入学式、オリエンテーション

など学内の多くの行事において、使命・目的が説明されており、充分な周知が図

られている。 

・教職員については、上記の学生の例に加え、教授会、全体会議、事務部会議など

で説明が加えられることにより、周知を徹底している。 

 

1 – 3 - ③ 大学の使命・目的が学外に公表されているか。 

・ホームページに掲載し、広く一般社会への周知を図っている。 

・高校生・受験生向けの広報パンフレットに掲載している。 

・学長の高校訪問時には、高校関係者に大学の使命・目的を説明している。 

・県内の行政や主な地域企業に対しては、表敬訪問や会議などの機会を捉えて説明

している。 

・地域福祉の研修に訪れる福祉関係者など本学への訪問者に対して説明している。 

・企業・施設向けの就職用パンフレットに本学の使命や目的、特色が明記されてい

る。 

・企業、施設、行政関係者、一般市民等が参加する、学外を対象とした開学５周年

記念式典{平成 20(2008)年 10 月}などの行事の冒頭で本学の使命・目的について報

告した。 

 

（２）1 - 2 の自己評価 

・本学の使命・目的は、学則において明確に定められており、学内外への周知も充

分に図られていると評価している。 

 

（３）1 - 2 の改善・向上方策（将来計画） 

・学外に対して、メディア（テレビ・ラジオ・新聞・雑誌等）をこれまで以上に活

用し、機会を捉えて周知徹底させる。 

 

［基準１の自己評価］ 

・建学の精神・基本理念及び使命・目的については、ホームページ、学生便覧、本

学の出版物に加え、大学主要行事での理事長や学長の式辞などで表明しているの

で学内外に周知されていると評価している。 
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［基準１の改善・向上方策（将来計画）］ 

・平成 21(2009)年 4 月から社会福祉学部の学科を改編し、新たに 3 学科（平成

23(2011)年度までは、今年度募集停止した福祉情報学科を含む 4 学科体制）で出

発している。学内においては新しい学科の目的・内容などを含む将来計画は周知

されているが、学外への周知についてはまだ不十分である。今後、ホームページ

や高校訪問・企業訪問等による広報活動に加え、地道な地域交流活動等を通して、

本学の使命・目的を広く浸透させていきたい。 



静岡福祉大学 

基準 2. 教育研究組織 

 

2 - 1 教育研究の基本的な組織(学部、学科、附属機関等)が、大学の使命・目的を達

成するための組織として、適切に構成され、かつ、各組織相互の適切な関連

性が保たれていること。 

 

(１) 事実の説明(現状)  

2 - 1 - ① 教育研究上の目的を達成するために必要な学部、学科、附属機関等の教

育研究組織が、適切な規模、構成を有しているか。 

・学則第１条において「福祉に関する高い知識と優れた技能を併せ備えた有能にして

社会の要請に応え得る有為な人材を養成することを目的とする」と明記しているよ

うに、本学は、社会が必要としている福祉的人材の教育を目的としている。 

・この目的を的確に達成するために、本学では平成 21(2009)年度より、社会福祉学部

を従来の福祉心理学科と福祉情報学科の 2 学科体制から、福祉心理学科、医療福祉

学科、健康福祉学科の 3 学科体制に改編した。しかし、募集停止を行なった福祉情

報学科が存続するため、今後少なくとも 3 年間は 4 学科体制で社会福祉学部を運営

することになる。 

・社会福祉学部の 4 学科について、表 F-4 に入学定員・収容定員・在籍学生総数・在

籍学生総数の収容定員に対する割合などを示している。福祉心理学科については、

平成 21(2009)年度から、学年定員を 70 人から 80 人へ変更した。学部における新 1

年生の在籍学生総数は 198 人で定員の 200 人に 2 人のみ不足である。他方、既存の

社会福祉学部の福祉心理学科と福祉情報学科の 2 年生から４年生の在籍学生総数は

500 人で、この 3 学年における収容定員 466 人の 1.07 倍となっている。したがって、

現時点における学部全体の総収容定員 666 人に対して、在籍学生数は 698 人で、平

均充足率は 1.05 倍となっている。 

・表 F-6 に、設置基準上必要な、各学科および学部に配置すべき専任教員数及び専任

教授数等が示されている。学部全体で見ると設置基準上必要な専任教員数は 37 人で

ある。したがって、必要な教授数は 19 人となる。現時点では専任教員数は 35 人、

教授数 17 人であるので基準に達していないが、完成年度の平成 24(2012)年度まで

には設置基準に合致した補充を完了する予定である。 

・附属機関として、教育研究機能および社会貢献機能を併せ持つ附属図書館と静岡福

祉大学総合研究所（以下総合研究所と略記）がある。附属図書館には図書館長と司

書が配置されている。ここでは教育研究のための図書の収集・管理だけではなく、

学生の一般的教養を高めるための図書や雑誌類も備えている。これらの図書の選定

は、学科の意見を取り入れながら、紀要・図書館委員会を中心として決定されるが、

公募された学生図書委員の意見も取り入れている。 

・附属図書館では、学生のインターネットによる情報収集支援も行なっている。さら

に、点字絵本展などの文化的企画を学生図書委員の主導の下に多数開催して、地域

との交流（静岡 UD 祭参加など）を豊かなものにすると共に、これらの企画を通じて、

学生の思考力、企画力、社会的能力、他者への理解力などの研さんと共に、地域交
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流に役立てている。 

・総合研究所は“心の相談センター”、“地域交流センター”、“エクステンションセン

ター”および“産官学連携推進センター”の 4 センターより構成されている。研究

所は、地域生活における福祉・文化の維持・向上に貢献するという大学の地域貢献

の核となる視点で設置されており、学生の福祉力向上と共に、地域と深く関係した

研究、連携業務を行っている。 

・心の相談センターは、地域貢献活動の一環として心の健康に関する相談援助活動を

行うことを目的とし設置されたものである。毎年、約 20～30 人から心の相談を受け

ており、4 年間の延べ相談回数は 600 件を越えている。このセンターは明るい地域

づくりへの貢献と共に、関係する教員のカウンセラーとしての資質の研さん・向上

にもつながっている(詳細は、「基準 10」の社会貢献の章で示す)。 

・地域交流センターは、県・市・町のレベルでの各種企画に学生と教職員が参画する

ことにより、地域における福祉関連活動を支援するとともに、合同事業なども開催

している。合同事業としては文部科学省が推進し、市の教育委員会や小学校と連携

した通学合宿推進事業（異年齢の小学生が、地域の宿泊可能な施設で、寝食を共に

しながら学校に通う体験を推進する事業）や放課後子ども教室推進事業(遊びの城づ

くり事業)などを積極的に行ってきた。地域交流センターにおける事業や活動は、教

員の実践的な教育力のかん養に役立つのみならず、貴重な福祉力増進のための教育

機会を学生に対して提供している(詳細は、「基準 10」の社会貢献の章で示す)。 

・エクステンションセンターでは、地域における文化力の発展の為に、本学の知的財

産を地域社会に還元し、重要な社会的課題となっている生涯教育・生涯学習の発展

に貢献することを目的として市民講座を開講している。市民講座では、教員の専門

知識を生かして、地域住民に興味が持てる内容になるように工夫をしている。また

同時に、本学学生のキャリア支援の為に、正規の科目とは別に、自由時間を利用し

て多様な知識や技術（資格など）を修得させる事を目的とした講座を開催している。

(市民講座の詳細は、「基準 10」の社会貢献の章で示す)。 

・産官学連携推進センターでは、福祉等に関する学問的知見を、地域福祉社会との関

係において研究・応用することを目的としている。具体的には企業、行政等が直面

する課題や問題に対し、産官学が一体となって、実践的な共同研究活動を行い、適

切な解決法を得ることにより、地域社会、産業界、学界等に広く貢献することを目

指している (詳細は、「基準 10」の社会貢献の章で示す)。 

・その他、総合研究所に含まれないセンターとして、学生支援総合センター、教育情

報センター、福祉実習指導センター、国際交流センターがあり、いずれも教育組織

を支え、充実させるために重要な役割を果たしている。 

・学生支援総合センターは、幅広い分野にわたる学生支援業務を行うことにより、学

生生活を健康で充実したものとするために、平成 19(2007)年度に設置された。学生

からの悩みや要望に受動的に応えるだけではなく、学生の問題提起から、大学にお

ける教学システムの見直しを図ることや、学生の学習状況などを出席管理システム

から判断しつつ、学生が困難な状況に陥る前に、より早い対応策や救済措置をとる

などの積極的、能動的な機能も持たせている。また学生だけではなく、その保護者
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から悩みや相談にも応える体制をとっている。学生支援総合センターの中に、障害

学生支援室があり、教職員、学生が連携して障害学生の支援に当たっている（詳細

は「基準 4」学生の章に示す）。 

・教育情報センターは、学生に周知が必要な教学にかかわる情報を、掲示板、インタ

ーネット等を介して効果的に伝達する方法について検討すると共に、学生の履修届

けなどをより効率的になるように支援する組織である。休講情報、授業への出席状

態などを携帯電話やパソコンから、学外にいても知ることができるシステムを採用

している。また、学内のネット管理や学生のパソコン相談などの役割も果たしてい

る。 

・福祉実習指導センターは、社会福祉学部における社会福祉士、精神保健福祉士に加

え、併設の短期大学における介護福祉士の国家資格取得に関連した実習業務を総括

する全学的なセンターとして平成 19(2007)年度に新設された。センターには、社会

福祉学部と短期大学部の福祉実習にたずさわる全教員が構成員となって所属してい

る。ここには、実習の総括責任者としてのセンター長とともに、センターに常駐し

て直接的な管理をするセンター主任を置き、その下に実習関連のセンター業務にた

ずさわる教員 3 人（助教 1 人と助手 2 人）と事務担当１人を配置して、実習の効果

的な遂行を担っている。福祉実習指導センターの設置により、実習時に起きる諸問

題に対しても、より円滑に、教育的で、合理的な対応を可能とする機能が整備され

た。 

・国際交流センターは平成 20(2008)年度に設置された。韓国の福祉関連学会で活躍す

る（韓国ケアマネジメント学会副会長、韓国児童心理リハビリテーション学会理事）

韓国人教授が当大学の専任教員として在籍することから、開学当初から韓国との交

流を盛んにしていた。この 4 年間の日韓交流は 13 回を数え、そのうち 11 回が韓国

側から日本への訪問で、参加人数の総数は 265 人にのぼる。加えて、平成 20(2008)

年 2 月には静岡福祉大学と韓国「尚州（サンジュ）大学校」の友好（姉妹校）提携

の調印式が行なわれた（現在では、慶北大学校に統合）。今後、両大学では、姉妹校

として学生や研究者の相互交流、共同研究、カリキュラムに関する情報交換などの

促進を図ることを予定している。その他、学生をオーストラリアの福祉施設に派遣

し、研修を受ける日豪交流も定期的に行っている。 

・これらのセンターに加え、大学における教学的あるいは制度的な問題を議論するた

めの各種の委員会組織がある。その中で、入試委員会は学部長が委員長として指揮

しており、アドミッション・ポリシーや入試制度を検討している。また、大学運営

で重要な機能を持つ、教務、学生厚生、キャリア支援の三つの委員会の長は、特に

部長の役職とし、教学運営協議会のメンバーとしても、重大な任務を果たしている。 

・FD（Faculty Development）委員会は、平成 20(2008)年度から FD 活動を加速化する

ために、副学長を責任者とし、教育内容の向上を目指している。学生の授業評価は

開学時の平成 16(2004)年度から始めているが、平成 19(2007)年度までは、アンケー

ト評価は記名式で、学期末に実施され、かつアンケート内容に対する対応は、教員

個人の任意に任されていた。しかし、この方式では、学生の意見を授業へ十分に反

映できないため、平成 20(2008)年度からはより具体的な対応として、以下の 4 点を
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実行することに決定した。①アンケートは無記名で実施する、②アンケートの実施

時期は学期の半ばとする。通年の授業についても年に 2 度行う、③アンケートに対

する教員の対応を、学期内のできるだけ早い時期に、授業時間中に学生に対して示

す、④また、教員の対応については、アンケートと共に公開する。 

・平成 21(2009)年度には、今まで使用していたアンケートの項目を再検討し、授業改

善の方向が読み取りやすい項目内容に改訂した。 

・学生における修学等の環境を悪化させないように支援するハラスメント防止・対策

委員会があり、ハラスメント防止に関して、教授会等において周知を図ると共に、

学生に対しては、学生厚生委員会と連携を保ちながら、オリエンテーションなどに

おいて、ハラスメント防止・対策について PR を行なっている。 

 

2 – 1 - ② 教育研究の基本的な組織(学部、学科、附属機関等)が教育研究上の目的に

照らして、それぞれ相互に適切な関連性を保っているか。 

・本学における最高の意思決定機関は学長が主催する教学運営協議会である。その下

に教授会、学科会議、事務部会議、センター、総合研究所、附属図書館、各種委員

会などがあり、相互に有機的に連携しながら適切に大学の運営を支えている。 

・教学運営協議会{平成 20(2008)年 4 月に改称。それまでは経営委員会と呼ばれた}

は週に一度定期的に開催され、大学の管理運営に関する重要事項を連携して審議・

決定する。教学運営協議会のメンバーは、学長をはじめとして、副学長、学部長、

事務部長、図書館長、学科長（短期大学部の学科長も含む）、教務部長、学生部長、

就職部長、地域交流センター長、福祉実習指導センター長に加え、事務部門の課長

により構成されている。議題は、各種委員会、センター、附属機関あるいは事務部

門で議論された後、教学運営協議会に上程され、教学運営協議会の決議を経て承認

されることを原則としている。ここで承認された内容は、速やかに、学科会議・事

務部会議を経て、すべての教職員に通知され、情報が共有される。 

・教学運営協議会の下に、教授会が設置されている。教授会には、教学運営協議会の

メンバーに加え、助手から教授までのすべての教員が参加する。ひと月に一度開催

され、教学運営協議会の方針の説明がなされる。教学にかかわる重要な諸問題につ

いては、議論や意見調整を全学の教員が一緒になって行う場として教授会が機能す

ることで、学内の連携と意思の疎通・統合が実現されている。 

・学科会議は、学科内の教育課題に対する意見調整、学科予算の使途の決定、学生支

援など学科独自の活動の企画を図ることや、教員への情報の迅速な周知などを目的

としている。学科会議は通常月に 1 回開催されるが、討議事項が発生すれば、学科

長の判断により随時開催している。学科長はこの会議で学科の意見を集約し、教学

運営協議会において、学科の意見を反映することができる。 

・学科間の緊密な連携を促進するために、学部長・学科長会議が設置され、月に一度

開催されている。 

・このほか、静岡福祉大学・静岡福祉大学短期大学部委員会等設置規程の 2 条に示さ

れているように、複数の学科にまたがって存在している専門分野における教育のあ

り方について審議するため、平成 17(2005)年に専門部会を設置し、5 種類の専門分
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野別の専門部会を置いていた（福祉心理部会、福祉教育部会、福祉情報部会、基礎

教育部会、介護福祉部会）。平成 21(2009)年度に、学科改編により健康福祉学科お

よび医療福祉学科が誕生したため、福祉情報部会は解消し、あらたに専門分野とし

て健康福祉部会と医療福祉部会を加えた 6 部会とした。専門部会は学科会議とは異

なり、専門の教育・研究分野のカテゴリーを中心に組織化した会議で、専門分野の

視点から、教育や研究のあり方について連携して議論し、教学運営協議会にたいし

て提言することで、効果を挙げている。 

 

(２) 2 - 1 の自己評価 

・本学の教育研究組織は開学時点においても必要な構成を有していたが、それ以降、

改善の努力を継続してきたことにより、現時点では、教育研究上の目的を達成する

ために必要な学部、学科、附属機関等の教育研究組織が、より適切な規模、構成を

有するに至っていると評価している。 

・教育研究の基本的な組織(学部、学科、附属機関等)は、教学運営協議会を核として

情報交換、議論を重ねており、教育研究上の目的に照らして、それぞれ相互に適切

な関連性を保って活動していると評価している。 
・専門部会の設置により、専門分野の視点からの有益な提言が可能になり、教学の充

実に関連して、全学的な連携が達成されていると評価している。 

・平成 17(2005)年に地域交流センターを開設し、地域との交流と共に、学生の人間形

成の重要な場として機能させている。この活動は大学の地域への支援にとどまらず、

学生の福祉に関わる現場研修としての教育効果も多大であり、このような社会活動

の実践の中で、多くの知識を体験的に身に付けることで、学生の人間理解、人間形

成、社会力の形成に大きな効果があったと評価している。 

・同年、心の相談センターを開設し、地域住民への支援をさらに促進、深化させたと

判断している。 

・平成 18(2006)年の 4 月に学生の学業や心の悩みの支援あるいは大学への不満など

の受け皿となるための学生支援総合センターを設置した。学生の基礎学力低下や精

神的な悩みをできるだけ速く解決して、学習成果を高めるとともに、大学生活を楽

しいものにすることにより退学や休学による学生の学業からの離脱を減少させる

役割を果たしている。学生の重篤な精神的な悩みについては、学内の臨床心理士が

対応し、必要に応じて、外部の専門機関と連携していくシステムを構築した。これ

らの活動により、学生の学修の促進と大学生活の充実に貢献したと評価している。 

・平成 19(2007)年の 10 月に、福祉実習指導センターを設置した。それまでは介護福

祉士、社会福祉士、精神保健福祉士に関する 3 種類の実習関連業務が分離して、

独立的に行われてきたが、業務の改善、外部施設との関係改善、学生に対する取

り組みの改善の視点から統合化を行った。その効果が挙がりつつあると判断して

いる。 

(３) 2 - 1 の改善・向上方策（将来計画） 

・開学 5 年を経て、社会の新たな動向に対応するべく、平成 20(2008)年度に学部の

改革に取り組み、新しい福祉時代にあった人材の育成を目指し、地域社会の発展
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に寄与するため、平成 21(2009)年度に創設した健康福祉学科と医療福祉学科が、

より良く社会的要請に応え得るよう、組織の適正化へ向けた自己点検を行う。 

・健康福祉学科は、今後の高齢社会において地域にとって重要課題である健康の維

持の基礎となる食育や運動処方などについての知見や技術を養う健康福祉コース

と、安心できる社会の存続とって不可欠な高齢介護を充実させるための人材を養

成する介護福祉コースからなる。介護福祉コースは、短期大学部で培ってきた伝

統ある介護福祉教育に加えて、認知症など心の問題にも対応できる高度で、予防

的な介護福祉にも対応できるリーダ的な介護の人材を養うことを目指している。

今後、教育内容のさらなる充実を図るため、地域の要請や介護施設との意見交換

のための連絡会議の設置などの仕組みを構築していく。 

・医療福祉学科は、現代の高齢社会が要請している医療と福祉の接続に焦点をあわ

せた学科である。この学科では、病院において“疾病を有する患者等が、地域や

家庭において自立した生活を送ることができるよう、社会福祉の立場から、患者

や家族の抱える心理的・社会的な問題の解決・調整を援助し、社会復帰の促進を

図る”専門職であるメディカル・ソーシャルワーカーや診療情報の管理・活用を

通し、医療に貢献する専門職である診療情報管理士の育成を目指し、地域医療・

福祉の充実に貢献することを目指している。今後、教育内容の充実を図るため、

地域医療担当者と定期的に検討する諮問委員会などの仕組みづくりを行う。 

 

2 - 2 人間形成のための教養教育が十分できるような組織上の措置が取られているこ

と。 

（１）事実の説明（現状） 

2 - 2 - ① 教養教育が十分できるような組織上の措置がとられているか。 

・平成 20(2008)年度答申の教育振興基本計画の「基本的方向 3」として、教養と専

門性を備えた人材育成が大切であることが説かれている。本学のような福祉系大

学においては、専門性を確保するため、社会福祉士や精神保健福祉士などの国家

資格を得るために、習得しなければならない福祉系科目が多い状況におかれてい

るが、同時に人間形成もまた、福祉力養成に必要不可欠な要素と考えており、教

養教育に十分配慮したカリキュラムを編成している。 

・そこで、平成 20(2008)年度までは、高い教養と専門的能力を統合した知の基盤を

持つ 21 世紀型市民の育成に貢献するために、基礎科目を全卒業単位の 25%にあた

る 32 単位以上の修得を卒業要件にしていた。しかし平成 21(2009)年より、基礎科

目の習得の機会をさらに増やすために、基礎科目と専門科目の最低修得単位数を

同数にする措置をとっている。 

・教養科目の充実に係わる組織として基礎教育部会がある。当該部会は大学意思決

定機関である教学運営協議会に対して、基礎教育の内容に関する答申をする機能

を有している。当該協議会で有効とみなされた答申は、教務委員会に託され、答

申内容の具体的な実現の方策が練られる。 
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2 - 2 - ② 教養教育の運営上の責任体制が確立されているか。 

・効果的な教養教育を積極的に促進するために、基礎教育にたずさわる教員を構成

員とした基礎教育部会を設置し、そこに基礎教育部会長を置いている。部会長は

部会において、教養教育のあり方について、絶えず、議論と検討を重ねるととも

に、他の専門分野の教員の意見も取り入れながら、大学におけるあるべき教養教

育についての理念やカリキュラムを教学運営協議会に対して答申する義務がある。 

・教学運営協議会は基礎教育部会と連携して、本学の専門教育の理念を尊重しなが

ら、人類が形成してきた文化、社会、自然に関する知識への理解を通じての基礎

的学力の充実や豊かな人間性の形成を図る教育について検討し、判断を下す役割

を担っている。 

 

（２） 自己評価 

・これからのグローバル社会において必要とされる、広い教養的知識を身につけた

学生の育成教育のための、組織的な措置がとられ、責任体制が確立されていると

評価している。 

・学生は人間理解やコミュニケーションの促進に役立つ科目を多く履修しており、

人間形成における他者の理解という視点でも、総合的に効果のある教養教育を実

施していると判断している。 

  

（３）改善・向上方策（将来計画） 

・部会制度の活性化の増進を行なう。複数の学科にまたがって存在している専門分

野のあり方について審議するため、6 種類の専門分野別の専門部会を置いている。

その中でも、構成員が学科に広く分布している基礎教育分野と福祉教育分野にお

いては、専門部会制度は大きな意義を持つ。今後、この制度を強化し、より効果

的な議論と答申がなされるように推進したい。 

・本学の学生が地域において行なっている多彩なボランティア活動は福祉力・人間

力･社会力を形成するための重要な活動として捉えている。今後、このような活動

をカリキュラムの一環として取り込み、学生の人間形成をさらに効果的に推進す

る教育の仕組みを検討する。 

   

2 - 3 教育方針等を形成する組織と意思決定過程が、大学の使命・目的及び学習者

の要求に対応できるように整備され、十分に機能していること。 

 

（１）事実の説明（現状） 

2 - 3 - ① 教育研究に関わる学内意思決定機関の組織が適切に整備されているか。 

・大学における教育研究にかかわる意思決定過程は次の通りである。学内の最終意

思決定機関は週に一度開催される教学運営協議会である。教学運営協議会のメン

バーは、学長をはじめとして、副学長、学部長、事務部長、図書館長、学科長（短

期大学部の学科長も含む）、教務部長、学生部長、就職部長、広報部長、地域交流

センター長、福祉実習指導センター長に加え、事務部門の課長により構成されて
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いる。教学運営協議会の議題や内容は、学科会議、各種委員会、専門部会、事務

部門などで議論・提案された重要課題を中心としている。議論と調査・検討がさ

らに必要なときには、原案の提出部門に再度調査・検討を依頼し、その結果を教

学運営協議会にフィードバックさせている。月に一度開催される教授会では、全

教員が一堂に会する中で、全体的な意見交換や意見調整のための議論がなされ、

その結果が教学運営協議会の決定に反映される。 

 

2 - 3 - ② 教育研究にかかわる学内意思決定機関の組織が大学の使命・目的及び学

習者の要求に対応できるよう十分に機能しているか。 

・「基準１」のところで述べた大学の使命・目的については、教職員一人ひとりに十

分な周知がなされている。それらのことを基盤として、大学の使命・目的の実現

に向けて、最終の学内意思決定機関である教学運営協議会は、教員と事務職員か

らなる各種委員会などを通じて徹底的に議論された提案内容を受け、検討するこ

とで、適切な判断・処理を行なっている。 

・学習者からの要求への対応としては、要求の実現のための多様な経路を用意して

いる。①学生による授業評価における要求、②学生支援総合センターへの要求、

③複数の場所におかれた意見箱への要求、④学生の代表からなる学友会からの要

求、⑤個々の学生が学生教務課を通してする要求、⑥個々の学生が個々の教員や

職員を通してする要求などである。 

・いずれの経路であっても、本学におけるすべての組織は、学生中心主義の視点に

立ち、可能な対策をできるだけ速やかに講じ、対策の結果、内容についても、学

生への速やかなフィードバックを心がけている。 

 

（２）2 - 3 の自己評価 

・大学の使命・目的を達成するために、教学運営協議会を中心として、教授会、学

科会議、各センター・委員会などが一致協力して、適切に連携して、機能的に業

務を遂行していると評価している。また、教員と事務職員との連携も適切に行な

われていると判断している。 

 

 

（３）2 - 3 の改善・向上方策（将来計画） 

・学内の組織の連携については、基本的な問題はなく、適切に運営されている。し

かし、今後、全教職員が一堂に会して議論する機会を設けることにより、全学の

教職員が一丸となった、より強固な連携作りを模索したい。 

・学生代表を教学運営協議会等の委員会に招待し、大学への提言を行なってもらう

ことにより、大学改善への大学組織と学生の更なる協和を促進したい。今年度は

手始めに、学長、副学長、学部長、事務部長等の大学のメンバーと学友会代表者

との意見交換会を開催する。 

・学生への情報のフィードバックについては、できるだけ速やかに行なうことを心

がけている。しかし、授業を欠席しがちな学生に対しては連絡が困難なケースも
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ある。今後、学生とのスムースな連絡体制を確立するために、ICT システムの活

用などを企画したい。 

 

 [基準２の自己評価] 

・教育研究の基本的な組織(学部、学科、附属機関等)は適切な規模と構成を有して

いると判断している。 

・また、それらの組織は大学の理念、使命、目的に向けて、全体として統合・整備

され、教育研究上の目的に照らして、それぞれ相互に適切に連携していると評価

している。 

・人間形成のための教養教育については、福祉大学である本学においては重要な項

目であると考えている。組織上の措置として、基礎教育部会を構成し、最高決議

機関である教学運営協議会とともに、教養教育を推進する体制も整っている。 

・ 大学の使命・目的を果たすように、教学運営協議会を中心として、教育方針等を

形成する組織間で十分な連携がなされていると評価している 

・ 学習者の要求にたいして、教学関連組織が対応できるように、学生支援総合セン

ターなどを含めた十分な対策が取られていると判断している。 

 

 [基準２の改善・向上方策（将来計画）] 

・本学は開学してからまだ歴史が浅いことから、開学以来、教育体制の充実に全精

力を集めてきた。その努力はある程度実りつつあるように思われる。今後とも自

己点検に勤め、教育研究組織の充実と連携を高める努力を継続したい。 

・教養教育については、福祉教育との複合効果が狙える人間形成教育のあり方をさ

らに模索し、適切なカリキュラムの構築を新学科の完成年度までに目指したい。 
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基準 3. 教育課程 

 

3 - 1 教育目的が教育課程や教育方法等に十分反映されていること 

（１）事実の説明（現状） 

3 – 1 - ① 建学の精神・大学の基本理念及び学生のニーズや社会的需要に基づ

き、学部、学科又は課程ごとの教育目的・教育目標が設定され、学

則等に定められ、かつ公表されているか 

・本学は平成 16(2004)年 4 月、社会福祉学部 1 学部の単科大学として開学した。

平成 21(2009)年 4 月には、開学以来の福祉心理･福祉情報の 2 学科体制から福祉

心理･医療福祉･健康福祉の 3 学科体制への改組を行った。新たな教学体制は、

建学の精神をより社会的要請に応え得る形で具体化したものである。 

・本学の教育目的は、学則に｢本学は、教育基本法及び学校教育法に基づき、福祉

に関する高い知識と優れた技能を併せ備えた有能にして社会の要請に応え得る

有為な人材を養成することを目的とする。｣(第 1 条)と定められているとおりで

ある。 

・上記学則条文は、『学生便覧』冒頭に掲載され、学生ならびに教職員に示されて

いる。さらに、上記学則条文の趣旨は、学部および学科毎の教育目的(表 1)とし

てより明快な形で示すことによって、学生ならびに教職員への浸透を図ってい

る。これらは大学公式ホームページの｢本学の理念｣ページ等にも掲載され、広

く学外に対しても明示されている。 

 
表 1．学部ならびに各学科の教育目的 

社会福祉学部  全学的教育目的である｢福祉に関する高い知識と優れた技能

を併せ備えた有能にして社会の要請に応え得る有為な人材を

養成する。｣という観点を共有した上で、｢福祉力を鍛えよう｣

をモットーに、各人が｢福祉のこころ｣を持ち、主体性を発揮し、

社会性を磨き、行動力と人間関係を作る能力とを備えた人間を

育成することを目指す。 

 福祉心理学科  学部教育目的を踏まえ、問題意識をもって現在のストレス社

会に向きあい、教育界や産業界で活躍できるこころのスペシャ

リストの育成を目指す。 

 福祉情報学科

平成 21(2009)
年 4 月学生募

集停止 

 学部教育目的を踏まえ、福祉の専門知識と高度な情報技術を

駆使して、高度情報化社会における福祉の現場や福祉産業ある

いは企業で活躍できる｢福祉のこころ｣をもった情報のスペシ

ャリストの養成を目指す。 

 医療福祉学科

 

 

 学部教育目的を踏まえ、情報についての高度な知識と技能を

もって、医療･福祉現場における情報管理･相談援助従事者とし

て活躍できる人材の育成を目指す。 

 健康福祉学科  学部教育目的を踏まえ、健康の維持･増進および介護福祉に
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係る体系的･実践的知識を体得し、相談援助業務をも担いうる、

より高度な介護福祉従事者、更には介護を未然防ぐ健康社会の

実現に貢献できる人材の養成を目指す。 

 

・新たに設置された医療福祉･健康福祉の両学科の教育目的は、各々従来の福祉情

報学科および静岡福祉大学短期大学部介護福祉学科の教学を、時代と地域の新

たな需要に応じて発展させたものである。より具体的な説明は、本学公式ホー

ムページの｢情報公開｣ページで公表されている平成 20(2008)年 6月 30日に文部

科学省に受理された両学科の｢設置届出書｣および学部収容定員変更の｢認可申

請書｣に見ることができる。 

 

3 – 1 - ② 教育目的の達成のために、課程別の教育課程の編成方針が適切に設

定されているか 

・教育基本法第 7 条および学校教育法第 83 条の規定を具体化し、本学の教育目的

を達成するため、本学教育課程は、大きく｢基礎科目｣および｢専門科目｣とで構

成されている。 

・平成 21(2009)年 4 月をもって改組および教育課程改訂が行われたため、説明の

便宜上、平成 20(2008)年度以前入学者カリキュラムと平成 21(2009)年度以降入

学者カリキュラムとに適宜分類して記述する。 

[平成 20(2008)年度以前入学者カリキュラム] 

・基礎科目・専門科目とも、教学意図に即した幾つかの科目群に編成されている。

各科目群の全体構成ならびに編成方針・教学意図は次の表 2 の通りである。 

 

表 2．各学科の科目群編成区分ならびに編成方針･教学意図[平成 20(2008)年度以

前入学者] 

基 礎 科 目 

外 国 語 高度な学修のための知的ツール、また国際化社会に

おける異文化理解の知的基盤としての外国語能力

のかん養。 

総合基礎科目 高等教育修了者に相応しい広い視野と論理的な思

考を形成する文化的・社会的・科学的教養の確立。

 

情報関連科目 情報化社会での知的活動および大学での学修を支

えるための基礎的・発展的知識ならびにスキルの修

得。 

福祉心理学科専門科目 

専門基礎科目 社会福祉ならびに心理学･臨床心理に関する基礎

的･根幹的な知識と方法の体得。 

 

福祉専門科目 社会福祉および精神保健福祉に関する展開的知識

の理解と実践的習得。 
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心理専門科目 心理学･臨床心理に関する展開的知識の摂取と実践

的習得。 

福祉心理専門科目 こころの問題を通じて福祉社会に貢献するに足る

理論的･科学的知識を提供する。 

福祉情報学科専門科目 

専門基礎科目 社会福祉に関する基礎･根幹的な知識・方法の取得。

ならびに、健常者と障害者との共生実現のための基

本的視座の確立。 

福祉専門科目 社会福祉および精神保健福祉に関する展開的知識

の摂取と実践的習得。 

 

福祉情報科目 高度情報化社会における障害者の情報保障・社会参

加支援に貢献し得る実践的知識の体得。 

 

・基礎科目は、高等教育を修了した市民として有するべき資質－つまり幅広い

教養･基軸的情報技術･バランスの取れた判断力－のかん養のため、｢総合基礎

科目｣･｢外国語｣･｢情報関連科目｣の 3 科目群で構成されており、学部共通の枠組

みとして設定されている。 

・各学科専門科目は、高度な専門性を備えた職業人たる知識と技能の修得のため

に設定され、福祉心理学科にあっては｢専門基礎科目｣･｢福祉専門科目｣･｢心理専

門科目｣･｢福祉心理専門科目｣の 4 科目群、福祉情報学科にあっては｢専門基礎科

目｣･｢福祉専門科目｣･｢福祉情報専門科目｣の 3 科目群で編成されている。 

・｢専門基礎科目｣および｢福祉専門科目｣は、学部の共通基盤である社会福祉の基

礎と応用に係るものであり、また社会福祉士･精神保健福祉士の国家試験におけ

る受験基礎資格となる諸科目が配置されている。学部としての共通性を確保す

るため両学科ほぼ同様の編成となっているが、学科教育目標を踏まえ、一部編

成が異なる部分がある。 

・福祉心理学科の｢心理専門科目｣･｢福祉心理専門科目｣、ならびに福祉情報学科の

｢福祉情報専門科目｣は、各学科の独自性を発揮する内容とすべく学科目が編成

されている。 

 

[平成 21(2009)年度以降入学者カリキュラム] 

・基礎科目・専門科目とも、教学意図に即した 2～3 の科目群に編成されている。

各科目群の全体構成ならびに編成方針・教学意図は次の表 3 の通りである。 

 

表 3．各学科の科目群編成区分ならびに編成方針･教学意図[平成 21(2009)年度以

降入学者] 

基 礎 科 目 

 外国語科目 高度な学修のための知的ツール、また国際化社会に

おける異文化理解の知的基盤としての外国語能力
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のかん養。 

総合基礎科目 高等教育修了者に相応しい広い視野と論理的な思

考を形成する文化的・社会的・科学的教養の確立。

基盤情報科目 情報化社会での知的活動および大学での学修を支

えるための基礎知識ならびに基盤的スキルの修得。

社会福祉学部共通専門科目 

社会福祉科目 

(Ⅰ群･Ⅱ群) 

 

社会福祉に関する基礎的･基幹的知識の摂取と実践

的習得(Ⅰ群)、および福祉社会の理解に資するより

幅広い知識の獲得ならびに総合的な理解(Ⅱ群)。 

 

卒業研究 

 

他の科目群を通じて獲得した知識と能力に立脚し

た学習･調査を通じて、特定のテーマに即した研究

成果を獲得する。 

福祉心理学科専門科目 

心理科目 心理学･臨床心理に関する基礎的および展開的知識

の摂取と実践的習得。 

 

精神保健科目 精神保健に関する基礎的および展開的知識を実践

的に獲得する。 

医療福祉学科専門科目 

福祉情報科目 福祉･医療現場の情報化を担うに足る情報技術の獲

得、およびバリアフリー､ユニバーサルデザインや

情報保障に関する体系的･実践的知識の習得。 

 

医療福祉科目 

(Ⅰ群･Ⅱ群) 

 

医療情報の管理･活用に要する知識の理解と実践

(Ⅰ群)、及び医療現場における相談援助･事務管理

に関する知識の摂取と実践的習得(Ⅱ群)。 

健康福祉学科専門科目 

介護福祉科目 

(Ⅰ群･Ⅱ群) 

介護福祉の実践に要する体系的知識の習得(Ⅰ群)、

および介護現場で必須とされる技法の実践的修得

(Ⅱ群)。 

 

健康福祉科目 

 

健康の維持･増進のための科学的･体系的知識を、運

動処方･介護予防等の具体的問題意識をもって体

得。 

 

・基礎科目は、高等教育を修了した市民として有するべき資質－つまり幅広い

教養･基軸的情報技術･バランスの取れた判断力－のかん養のため、｢総合基礎

科目｣･｢外国語科目｣･｢基盤情報科目｣の 3 科目群で構成されており、学部共通の

枠組みとして設定されている。 

・基礎科目｢基盤情報科目｣は、平成 20(2008)年度以前入学者カリキュラムから、

全学学生に教授すべき基盤的知識・スキルという観点から情報系科目を精査・

再編し、学生が学ぶべき範囲をより明瞭にした。 
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・専門科目は、高度な専門性を備えた職業人たる知識と技能の修得のために設定

されている。学部共通専門科目として｢社会福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ群)｣･｢卒業研究｣

の 2 科目群が設けられ、福祉心理学科にあっては｢心理科目｣･｢精神保健科目｣の

2 科目群が、医療福祉学科にあっては｢福祉情報科目｣･｢医療福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ

群)｣の 2 科目群が、健康福祉学科にあっては｢介護福祉科目(Ⅰ･Ⅱ群)｣･｢健康福

祉科目｣の 2 科目群が編成されている。 

・「社会福祉科目(Ⅰ・Ⅱ群)」は、専門教育の基軸として学部共通専門科目として

各学科共通に設定されている。その基礎・基幹部分であるⅠ群は、社会福祉士

国家試験の受験資格の指定科目と合致するよう編成されている。また、3～4 年

次に配当される卒業研究も、独自の科目群に編成し学部共通専門科目として位

置づけている。 

・平成 20(2008)年度以前入学者カリキュラムについて指摘されていた｢一つの科目

が学科別に複数の科目群に配置されるケースが少なからず生じている。このこ

とは、教育課程編成の明快さを損ない、学生が教育課程全体を把握することを

困難としている｣(本学『自己評価報告書:平成 20(2008)年』19 頁)との課題を克

服するため、①科目群のコンセプトを再検討しつつ、一つの科目は一つの科目

群のみに配置し、各科目群、ひいては学科の教育内容がより明快に反映した編

成を実現するとともに、②｢学部共通専門科目｣という枠組みを設定することに

よって学科を貫通した専門教育の内容を明示した。 

・学科専門科目は、各学科所属学生を対象とするものとしてより明瞭に位置づけ

られた。但し、一定の範囲内で他学科開講科目の受講を認める(後掲表 5)ことに

よって、学生の多様な学習ニーズにも応え得る柔軟性を継承している。 

 

3 – 1 - ③ 教育目的が教育方法等に十分反映されているか 

[平成 20(2008)年度以前入学者カリキュラム] 

・｢基礎科目｣の 3 科目群では、表 2 で記述した教学意図に基づいて、専門的知見

に裏打ちされた講義および演習で構成されている。学生はこれらの科目に履修

することを通じて、主体性と社会性とをともなったコミュニケーション能力の

基盤となる市民的資質を増進するとともに、その資質をより高度な情報技術に

よって具象化し、伝達する力量を身につける。 

・｢専門基礎科目｣ならびに｢福祉専門科目｣に配置されている心理学・臨床心理系

科目は、学生が｢福祉のこころ｣を感性のレベルに止まらず、論理的・客観的な

認識のレベルで了解する基礎となる。 

・｢専門基礎科目｣ならびに｢福祉専門科目｣に配置されている社会福祉系科目は、

福祉現場の第一線での実習を視野に入れて実施されるものである。そのため、

講義科目において社会福祉の展開的知識を教授するのと並行して、演習科目を

少人数クラスで実施している。これによって、学生は知識を実践的に運用する

トレーニングを積み、｢福祉力｣を発揮する基盤を形成することができる。 

・｢心理専門科目｣では、講義科目によって心理学・臨床心理の各領域の展開的知

識を吸収しつつ、少人数のカウンセリング演習を設置することによって、状況
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に応じた知識の総合と応用の方法を体得し、こころのスペシャリストたる資質

のかん養を図っている。 

・｢福祉心理専門科目｣では、講義科目によって福祉との境界領域として重要であ

る心理学の展開的知識を獲得し、卒業研究に取り組むことを通じて、福祉社会

におけるこころの問題について課題を発見し解決の方途を探求する。 

・｢福祉情報科目｣は、｢情報関連科目｣での発展的な学修を前提としつつ、講義科

目によって障害者をめぐる生活環境・情報保障についての専門的知識を吸収す

る。同時に、多くの演習科目を配置することによって、学生の総合的思考の機

会をより多く確保している。 

 

[平成 21(2009)年度以降入学者カリキュラム] 

・｢基礎科目｣の 3 科目群では、表 3 で記述した教学意図に基づいて、専門的知見

に裏打ちされた講義および演習で構成されている。学生はこれらの科目に履修

することを通じて、主体性と社会性とをともなったコミュニケーション能力の

基盤となる市民的資質を増進する。 

・「社会福祉科目」は、講義科目によって社会福祉の基礎的・基幹的知識（Ⅰ群）

ならびにより幅広い知識（Ⅱ群）を効果的に修得するとともに、相談援助の実

践的力量のかん養を図る観点から、一体的に運用される演習・実習・実習指導

に多くの時間を配当している。 

・｢心理科目｣は、主に講義科目によって心理学・臨床心理の基礎から展開に至る

知識が教授されるとともに、少人数のカウンセリング演習を設置することによ

って、状況に応じた知識の総合と応用の方法を体得し、こころのスペシャリス

トたる資質のかん養を図っている。 

・｢精神保健科目｣は、精神保健の基礎から展開に至る知識が講義されると同時に、

演習・実習に多くの時間を配分し、知識の総合とこころを扱う専門家としての

実践的育成に努めている。 

・｢福祉情報科目｣は、講義科目によって障害者をめぐる生活環境・情報保障やバ

リアフリー・ユニバーサルデザインについての基本的知識を吸収すると同時に、

多くの演習を配置することによって、医療・福祉の発展的・総合的理解と情報

技術の応用の機会の十分な確保を図っている。 

・｢医療福祉科目｣では、講義科目によって基礎から展開に至る知識を吸収しつつ、

演習と現場での実習の機会を設けることによって、医療・福祉現場における情

報管理(Ⅰ群)・相談援助(Ⅱ群)を担う知的専門職としての実践的経験を得られ

るよう配慮している。 

・｢介護福祉科目｣では、講義による体系的知識の獲得(Ⅰ群)と並行して演習によ

る介護技術の修得を重視し、多くの現場実習を配する(Ⅱ群)ことによって、指

導的介護福祉従事者としての実践能力の養成に努めている。 

・｢健康福祉科目｣は、講義科目を軸に健康科学・健康管理の科学的理解を獲得す

るとともに、多くの実習・演習を設けることによって障害者・高齢者への運動

処方等の具体的問題意識の下での実践的学習を図っている。 
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・｢卒業研究｣は、3～4 年次に配当することによって、各授業科目を履修すること

によって蓄積された基礎から展開に至る知識や教養を踏まえた授業展開を可能

としている。また、講読・調査・制作・発表・討論の課程を通じ、学生自らが

問題を発見・追求して一定の成果を獲得する趣旨から、ゼミナール形式で実施

される。 

 

（２）3 - 1 の自己評価 

・本学においては全学(学部)および各学科の教育目的が適切に設定されている。 

・本学の学科編成・教育課程の編成方針・教学意図は、教育目的が反映された構

成・内容となっている。 

・単なる知識の吸収にとどまらず、その実践的運用のトレーニングや総合的考察

の機会を設けていることは、本学(各学科)教育目的に照らして適切である。 

・多くの科目を学部全体で取得可能とすることにより、学生の知的好奇心や資格

取得等の需要に応えてきたことは、｢社会の要請に応え得る有為な人材を育成す

る｣という教育目的とも同調する方向性として評価している。 

・平成 21(2009)年度から設置された新学科、およびそれに協調して改訂された福

祉心理学科教育課程においては、専門科目各科目群の性格がより明快になり、

学部共通専門科目と学科専門科目の分類を明示することによって、教育課程の

全体像の把握が容易となった。 

 

（３）3 - 1 の改善・向上方策(将来計画) 

・医療福祉と健康福祉の両学科は、平成 21(2009)年 4 月に設置されたため 1 年次

教育課程の進行途上にある。また、福祉心理学科も、改組を経ていないとはい

え、2 学科の設置に同調して各目群の再編を軸とするカリキュラム改訂を行った。

教務委員会等を中心に実際の運用を点検し、具体的課題の把握に努める。 

・2 学科の完成年度である平成 24(2012)年度までの間、この新たな教学体制の社

会的需要への適合性、教育方法上の問題点などの点検を、教務委員会・FD

（Faculty Development）委員会の年度毎の必須議題に上げ、教学運営協議会へ

の報告を義務付ける。 

 

3 - 2 教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定されてい

ること 

（１）事実の説明（現状） 

3 – 2 - ① 教育課程が体系的に編成され、その内容が適切であるか 

[平成 20(2008)年度以前入学者カリキュラム] 

・平成 20(2008)年度以前に入学者については、本学では次の表 4 の通り卒業要件

が定められている。 
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表 4．科目群編成ならびに卒業要件(単位数)[平成 20(2008)年度以前入学者] 

福 祉 心 理 学 科 福 祉 情 報 学 科 

基 礎 科 目 基 礎 科 目 

外国語 4 以上 外国語 4 以上

総合基礎科目 12 以上 総合基礎科目 12 以上

情報関連科目 4 以上 情報関連科目 6 以上

 

(小計) 32 以上

 

(小計) 32 以上

専 門 科 目 専門科目 

専門基礎科目 ― 専門基礎科目 ― 

福祉専門科目 ― 福祉専門科目 ― 

心理専門科目 ― 福祉情報専門科目 ― 

福祉心理専門科目 ― ― ― 

 

(小計) 62 以上

 

(小計) 62 以上

合  計 124 以上 合  計 124 以上

(備考) 福祉心理学科にあっては、設置当初、情報関連科目の最低取得単位数を 2

単位と定めていたが、平成 18(2006)年度入学者より 4 単位に改められた。 

 

・基礎科目は、学生が自らの興味関心あるいは必要性に応じて何れかを重点履修

することを可能とするため、3 分野各々の最低取得単位数を比較的少なく設定し

てある。 
・専門科目 4 あるいは 3 分野についても、あえて分野ごとの最低取得単位数を設

定しないことで、学生が将来の進路に応じた履修スタイルを選択することを可

能にしている。 

・自由度の高い卒業要件は学生に無原則な履修を勧奨するものではない。本学は

福祉系大学として、主に社会福祉士(あるいは精神保健福祉士)国家試験受験資

格取得要件として法令で定められた｢指定科目｣を基軸とした履修プランを指導

している。｢指定科目｣として設定された科目は、内容的にも社会福祉を学ぶ基

軸に据えるべき教育内容を体現しているからである。 

・専門教育課程を良好な成績で修めた学生の社会貢献の進路を拡げる観点から、

本学では平成 17(2005)年度より教職課程を設置している。学生は卒業に必要な

単位とは別途に、教職課程を履修することによって、｢福祉｣・｢情報｣の高等学

校一種教員免許の一方あるいは両方を取得することが可能である(但し、福祉心

理学科は｢福祉｣のみ)。 

 

[平成 21(2009)年度以降入学者カリキュラム] 

・平成 21(2009)年度以降入学者については、次の表 5 の通り卒業要件が定められ

ている。 
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表 5．科目群編成ならびに卒業要件(単位数)[平成 21(2009)年度以降入学者] 

福 祉 心 理 学 科 医 療 福 祉 学 科 

基 礎 科 目 基 礎 科 目 

外国語科目 4 以上 外国語科目 4 以上

総合基礎科目 16 以上 総合基礎科目 16 以上

基盤情報科目 6 以上 基盤情報科目 6 以上

 

(小計) 26 以上

 

(小計) 26 以上

専 門 科 目 専門科目 

社会福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ群) 10 以上 社会福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ群) 10 以上

心理科目 12 以上 福祉情報科目 12 以上

精神保健科目 4 以上 医療福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ群) 4 以上

他学科開講科目 0～10 他学科開講科目 0～10

卒業研究 0～8 卒業研究 0～8

 

(小計) 26 以上

 

(小計) 26 以上

合  計 124 以上 合  計 124 以上

健 康 福 祉 学 科 

基 礎 科 目 

外国語科目 4 以上

総合基礎科目 16 以上

基盤情報科目 6 以上

 

(小計) 26 以上

 

専 門 科 目  

社会福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ群) 10 以上

介護福祉科目(Ⅰ群･Ⅱ群) 12 以上

健康福祉科目 4 以上

他学科開講科目 0～16

卒業研究 0～8

 

(小計) 26 以上

合  計 124 以上

 

 

・基礎科目は、学生が自らの興味関心あるいは必要性に応じて何れかを重点履修

することを可能とするため、3 分野各々の最低取得単位数を比較的少なく設定し

ている。 
・学部共通専門科目の内｢社会福祉科目｣、および各学科専門科目である計 6 つの

科目群については、最低取得単位数を設定し、専門教育の基軸である社会福祉

に関する知識、そして各学科の教育目的に即した最低限の知見の習得へと学生

を誘導している。 
・各学科専門科目は、原則として学科所属学生のみを対象として開講されるが、
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学生の知的欲求に基づく隣接・関連領域の科目の履修を奨励する観点から、他

学科開講科目を一定の範囲内で卒業要件として認めることとした。健康福祉学

科の他学科開講科目受講可能単位数をやや多く設定しているのは、当該学科が

人間の身体活動に直接関与する、とりわけ実践的・総合的な性格を有している

ことから、より幅広く関連知識が追求可能なように配慮したものである。 
・次の 4 科目群は国家試験受験資格等に対応した科目編成となっている。また、

本学ではこども心理・児童福祉に関心をもつ学生の進路として保育士国家試験

の受験を奨励しているが、｢社会福祉科目Ⅱ群｣に含まれる児童福祉関係科目は

該当する学生の学習意欲に応えるものとなっている。 
社会福祉科目Ⅰ群 社会福祉士国家試験受験資格 

(社会福祉科目Ⅱ群) (保育士国家試験) 
精神保健科目 精神保健福祉士国家試験受験資格 

医療福祉科目Ⅰ群 診療情報管理士試験受験資格 

介護福祉科目Ⅰ・Ⅱ群 介護福祉士国家試験受験資格 

 

 

3 – 2 - ② 教育課程の編成方針に即した授業科目、授業内容になっているか 

・本学は、開学以来、平成 17(2005)年度、平成 18(2006)年度、平成 19(2007)年度

に、後掲表 6～8 の通り、まとまった規模の教育課程の改訂を、そして平成

21(2009)年度には医療福祉・健康福祉学科の設置および福祉心理学科の科目群

再編を実施した。 

・平成 17(2005)年度改訂は、福祉心理・福祉情報両学科において福祉に関する学

問的･教育的特色をより明示的に科目編成に反映させる、との設置認可時の文部

科学省からの指導に応えるとともに、福祉心理学科学生の情報知識・技能を向

上させる観点から、福祉情報科目(専門科目)に配置されていた情報系科目を大

幅に情報関連科目(基礎科目)に編入するというものであった。改訂の内容は次

の表 6 の通りである。(但し、通年科目の半期科目への分割、半期科目(2 科目)

の通年科目への統合およびそれに伴う単純な科目名変更については省略した。) 

 

表 6．平成 17(2005)年度カリキュラム改訂による科目の改廃 

基礎科目 

外国語 [設置] 

[廃止] 福祉対話技法 A～D** 

総合基礎科目 [設置]  

[廃止] 福祉製品論* 

 

情報関連科目 [設置] 情報科学概論**、情報と論理**、情報化と経

営**、ソフトウェア**、アルゴリズムとデータ

構造**、プログラミング論 A**、同演習**、プ

ログラミング論 B**、同演習**、プログラミン
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グ論 C**、同演習**、情報セキュリティ論**、

情報システム設計 A・B**、データベース論**、

マルチメディア表現演習**、図形画像処理演習

A・B**、情報と職業** 

[廃止]  

 

福祉心理学科専門科目 

専門基礎科目 [設置] 福祉対話技法 A～D**、日本近代福祉史 

[廃止] 

福祉専門科目 [設置]  

[廃止]  

心理専門科目 [設置] 思春期福祉心理学、福祉精神薬理学、 

福祉心理学、高齢者福祉心理学 

[廃止] 思春期学、精神薬理学、高齢者福祉工学 

 

福祉心理専門科目 [設置]  

[廃止]  

福祉情報学科専門科目 

専門基礎科目 [設置] 福祉対話技法 A～D**、日本近代福祉史、 

ユニバーサルデザイン技術論 

[廃止] 社会情報システム 

福祉専門科目 [設置]  

[廃止]  

 

福祉情報専門科目 [追加]  

[廃止] 情報科学概論**、情報と論理**、情報化と経

営**、ソフトウェア**、アルゴリズムとデータ

構造**、プログラミング論 A**、同演習**、プ

ログラミング論 B**、同演習**、プログラミン

グ論 C**、同演習**、情報セキュリティ論**、

情報システム設計 A・B**、データベース論**、

マルチメディア表現演習**、図形画像処理演習

A・B**、情報と職業** 

[補足] 

[設置]・[廃止]の記述は、科目群単位で区分している。つまり、配置の科目群変

更も含む。科目群変更による記述については、次の記号で表記した。 

科目名*：基礎科目から専門科目へ  科目名**：専門科目から基礎科目へ

 

・平成 18(2006)年度改訂は、平成 17(2005)年度改訂に引き続いて、社会福祉系科

目の設置と科目群配置の見直しを行い、教育課程編成の体系性を追求すること

によって、文部科学省の指導に応えようとしたものである。同時に、開学以来
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の学生の履修状況を検討し、また科目群配置の合理性を再考し、若干の科目の

整理・再編を実施した。改訂の内容は次の表 7 の通りである。(但し、通年科目

の半期科目への分割、半期科目(2 科目)の通年科目への統合およびそれに伴う単

純な科目名変更については省略した。) 

 
表 7．平成 18(2006)年度カリキュラム改訂による科目の改廃  

基礎科目 

外国語 [設置] ハングル会話、フランス語会話 

[廃止] 中国語 C・D、 

中国語コミュニケーションⅠ・Ⅱ 

総合基礎科目 [設置]  

[廃止] 法学*、社会学*、社会調査法*、中国会計の基

礎、中国会計の応用 

 

情報関連科目 [設置]  

[廃止]  

福祉心理学科専門科目 

専門基礎科目 [設置] 法学*、社会学*、福祉製品論* 

[廃止] ボランティア実習 

福祉専門科目 [設置] ケアマネジメント論 

[廃止]  

心理専門科目 [設置]  

[廃止]  

 

福祉心理専門科目 [設置] 福祉心理学 

[廃止]  

福祉情報学科専門科目 

専門基礎科目 [設置] 法学*、社会学*、福祉製品論*、社会調査法*

[廃止] ボランティア実習 

福祉専門科目 [設置] ケアマネジメント論、 

[廃止]  

 

福祉情報専門科目 [追加] 地域情報サポートネットワーク論、パソコン

ノートテイク技法 

[廃止]  

[補足] 

 [設置]・[廃止]の記述は、科目群単位で区分している。つまり、配置の科目群変

更も含む。科目群変更による記述は、次の記号で表記した。 

科目名*：基礎科目から専門科目へ  科目名**：専門科目から基礎科目へ

 

・平成 19(2007)年度改訂では、精神保健福祉ならびに障害者支援関係の科目を中

心に、開学以来の教学経験を踏まえた学科目の改編を行い、より合理的で適切
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な教学体制を整備した。また、子ども福祉分野を中心とする社会福祉系専門科

目の充実を実現した。 
 
表 8．平成 19(2007)年度カリキュラム改訂による科目の改廃 

基礎科目 

外国語 [設置] 韓国語 A・B 

[廃止] ハングル会話 

総合基礎科目 [設置]  

[廃止]  

 

情報関連科目 [設置] 情報通信ネットワーク論 

[廃止]  

福祉心理学科専門科目 

専門基礎科目 [設置]  

[廃止]  

福祉専門科目 [設置] 少子化社会と社会福祉、小児栄養 A・B、子ど

も家庭福祉、乳幼児心理学、児童思春期精神

保健、小児保健 A・B、精神保健福祉援助見学、

精神保健福祉援助実習Ⅰ・Ⅱ 

[廃止] 精神保健福祉援助実習 

心理専門科目 [設置] 心理検査演習 A・B、医療福祉論 

[廃止] 心理検査概論 

 

福祉心理専門科目 [設置]  

[廃止]  

福祉情報学科専門科目 

専門基礎科目 [設置]  

[廃止]  

福祉専門科目 [設置] 少子化社会と社会福祉、小児栄養 A・B、子ど

も家庭福祉、乳幼児心理学、児童思春期精神

保健、小児保健 A・B、医療福祉論 

[廃止]  

 

福祉情報専門科目 [設置] 障害支援技術論、視覚障害情報保障論 A・B、

同演習 

[廃止] 情報保障論 A・B・C、同演習 

 

・平成 20(2008)年度は、福祉情報学科卒業生にも精神保健福祉士国家試験受験資

格を付与可能とするべく、同国家試験受験資格の指定科目を当該学科専門科目

に追加する措置がとられた。 

・本学教育課程は、上記の 3 回ないし 4 回にわたる改訂を経て、設置認可時に文

部科学省より指摘された課題を基本的に克服し、教育目的に応えうる内実を備
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えた学科目編成をより高い水準で提供することが可能となった。 

・平成 21(2009)年度には、既存学科である福祉情報学科の教育課程を医療・福祉

現場で貢献できる知的専門職の養成という観点から大幅に改組・再編して医療

福祉学科を設置し、また同一法人の静岡福祉大学短期大学部介護福祉学科が担

ってきた介護福祉従事者の養成をより高度に展開して健康福祉学科を設置した。 

・新設の 2 学科ならびにこれに連動して科目群再編を軸とする教育課程の改訂を

行った福祉心理学科の学科目編成は、当然、新たな編成方針に準拠したものと

なっている。とりわけ新設 2 学科については、学部収容定員変更(増加)も含め

て、文部科学省の認可・受理を得ることができた。 

 

3 – 2 - ③ 年間学事予定、授業期間が明示されており、適切に運営されている

か 

・年度当初に全在学生に対して｢学年暦｣が配布され、オリエンテーション・通常

授業・補講・定期試験ならびに受講登録・履修変更の期間、及び休日振替・全

学行事が明示されている。加えて、社会福祉・精神保健福祉関係の実習期間や

主要国家試験の日程なども記載されている。 

・補講時間割は、少なくとも 2 週間以上前に掲示板およびホームページに掲示・

表示されている。その他の実習ガイダンス等の予定についても、対象学生の参

加に配慮した日時･場所を設定し、十分な時間的余裕をもって公示されている。 

・本学では学期 15 回、通年 30 回(各々定期試験を含む)の授業回数の厳格な実施

に努めており、各学期に正味 5～6 日間の補講期間を設けている。十分な補講期

間は授業の厳格な実施の基本条件であるとの認識から、年間行事予定編成の際

にもその確保に腐心しているが、なお不足のきらいがある。 

・学外見学等を授業実施に振り替える際には、レポート等関連課題の実施を前提

に、学生教務課を通じての届出を義務付けている。この届出は教務部長が確認

するが、前例のないものについては教務委員会での審議を経た上で了承するこ

とで、適切な運用を担保している。 

 

3 – 2 - ④ 単位の認定、進級及び卒業・修了の要件が適切に定められ、厳正に

運用されているか 

・本学は成績評価を｢秀｣から｢不可｣に至る 5 段階で実施しており、具体的な区分

とその基準、判定方法は次の表 9 のとおりである。 

 
表 9．成績評価区分ならびにその判定 

評価 基  準 判  定  方  法 

秀 90 点 ～ 100 点 

優 80 点 ～ 89 点 

良 70 点 ～ 79 点 

可 60 点 ～ 69 点 

 学期末の試験(筆記､レポート等課題､実技など)の

成績、受講･参加状況(出欠､勤怠など)あるいは実習

施設からの報告資料等をもとに、科目毎に示された

基準に従って担当教員が判定する。｢可｣以上を合格
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不可 59 点以下 とし、所定の単位が認定される。 

 

認定 

 

－ 

 本学以外の高等教育機関等において取得した単

位、公的資格等を、本学の基準に従って審議判定の

上で単位認定する。 

・単位の認定は、担当教員が上記の基準に従って厳正かつ公正に実施しており、｢認

定｣については、関係委員会の協力を得て制定されている規準にしたがって適正

に実施されている。 

・本学の卒業要件(単位数)は大学設置基準第 32 条等関係条文に照らして、適切に

規定されており、また卒業判定についても、｢学位規程｣所定の手順に則って厳

正に実施されている。 

・本学には修業年限中途での原級留置の制度はないが、次の 2 点を徹底させるこ

とによって、学生を合理的な履修へ誘導している。 

・外国語あるいは情報系科目等のスキルの段階的積み上げを要する科目について

は、前提として履修を済ませておくべき科目を設定している。これらについて

はシラバスおよび『学生便覧』に明示されるとともに、ガイダンスにおいても

周知されている。 

・社会福祉ならびに精神保健関係科目については、施設での実習までに必要な知

識の修得と演習等による相当の実践練習を完了しておく必要から、年次・期別

配当に沿った履修を指導しており、とりわけ必要度の高い科目については実習

前の履修を義務付けている。これらについては『シラバス』および『学生便覧』

{平成 21(2009)年度より、別冊化された『資格取得の手引き』}に明示されると

ともに、ガイダンスにおいても周知されている。 

・各学生の成績評価は学期毎に学生本人(窓口交付)ならびに保護者(郵送)に通知

され、学生ならび保護者が適時に単位取得状況の把握し、従来の学習の量的検

証と今後の履修計画の再考の契機を提供している。 

 

3 – 2 – ⑤ 履修登録単位数の上限の適切な設定など、単位制度の実質を保つた

めの工夫が行われているか 

・本学では開学 2 年目に当たる平成 17(2005)年度より CAP 制を実施し、年度毎の

履修単位数の上限ならびに下限を設けている。福祉系専門職の養成という設置

目的に規定され、本学の教育課程では福祉現場での実習およびその事前・事後

指導等に多くの時間を要することに配慮して、当初は敢えて下限 8 単位・上限

70 単位と設定したが、完成年度監査{平成 18(2006)年 7 月}における指導を承け、

平成 19(2007)年度より下限 8 単位・上限 50 単位に是正して現在に至っている。 

・単位制度の前提である授業時間外の独自学習を促進するとともに、科目ごとの

教育効果、学修状況の測定･点検に資するため、本学では次の表 10 の通り成績

評価毎に Grade Point (以下｢GP｣)を設定し、それに基づいて Grade Point Average 

(以下｢GPA｣)を算出している。GPA は学期毎に成績評価と共に学生ならびに保護

者に通知され、学生各自に学習の質的検証と反省の機会を提供している。 
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表 10．GP の設定ならびに GPA 算出方法 

成績評価 秀 優 良 可 不可 

G P 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0 

[GPA 算出方法] 

 (秀の単位数×4.0+優の単位数×3.0+良の単位数×2.0+可の単位数×1.0+不可の

単位数×0.0)÷履修登録単位数           (小数第 3位を四捨五入)

 

・GPA は、各種奨学金授与(貸与)者選考の際の基礎資料の一つとして活用されてい

る。 

・GPA が低い学生については、出席率をはじめとする学生生活全般の状況と勘案し

て所属学科専任教員が分担して学習･生活支援相談を実施している。 

 

3 – 2 - ⑥ 教育内容・方法に、特色ある工夫がなされているか 

・教育目的ならびにそれを体現した各科目群の教学意図と趣旨をほぼ同じくする

社会福祉関係国家資格の取得を、教育内容の基軸に取り入れることによって、

学生のキャリア･パスと明示的に関連づけられている。 

・本学の専門科目は、社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士の国家試験受験

資格等の社会福祉や医療現場の専門職養成に協調して設定されている。次の表

11 に主な資格との対応関係を示している通り、この三つの受験資格、およびそ

の他の関連資格は、学部あるいは学科教育目的に沿った学科において獲得可能

なカリキュラムになっており、学生の学修の大きな励みとなっている。 

 

表 11．教育課程と主な資格との対応関係 

福祉心理学科専門科目 社会福祉士(受験資格) 
精神保健福祉士(受験資格) 
認定心理士 

平成 20(2008) 
年度以前入学 
者 

福祉情報学科専門科目 社会福祉士(受験資格) 
精神保健福祉士(受験資格) 

基本情報処理技術者 
福祉住環境コーディネーター 

社会福祉学部共通専門

科目 
社会福祉士(受験資格) 
保育士＊ 

福祉心理学科専門科目 精神保健福祉士(受験資格) 
認定心理士 

医療福祉学科専門科目 診療情報管理士(受験資格) 
医療ソーシャルワーカー＊＊ 
基本情報処理技術者 
福祉住環境コーディネーター 

平成 21(2009) 
年度以降入学 
者 

健康福祉学科専門科目 介護福祉士(受験資格) 



静岡福祉大学 

 - 32 -

健康運動実践指導者(受験資格) 
健康管理士一般指導員(受験資格) 
障害者スポーツ指導員(受験資格) 

  ＊本学は保育士養成校ではないが、3.-2.-①で触れたとおり、主に｢社会福祉

科目Ⅱ群｣においてこども心理・児童福祉へ関心を寄せる学生の学習意欲に

応えている。 
  ＊医療ソーシャルワーカー(MSW)は、資格化されておらず職域を示すに過ぎ

ないが、その社会的需要の大きさと当該学科教育課程との関連性の深さか

ら敢えて記載した。 
 
・国家資格ではない｢認定心理士｣・｢診療情報管理士｣・「健康運動実践指導者」等

についても、単純に資格取得を推奨しているわけではなく、このような具体的

な目標を提示することによって、学生が各学科･科目群の基礎から展開に至る領

域を遺漏なく体系的・積極的に履修する“しかけ”となることをも期している

のである。 

・本学では平成 19(2007)年度以来、施設実習(科目名としては｢社会福祉援助技術

現場実習｣・｢精神保健福祉援助実習Ⅱ｣)履修学生の現場経験の総括の場として、

社会福祉実習報告会(6月)、精神保健福祉実習報告会(10月)が実施されている。

各々｢社会福祉援助技術現場実習指導｣・｢精神保健福祉援助実習Ⅰ｣の授業の一

環として実施されるものであるが、他の学年の学生にも参加を呼びかけ、また

多数の実習施設関係者をも招いて実施され、公開性の高い行事である。特に履

修学生数の多い社会福祉実習報告会は、当日の他の授業科目を休講措置とする

など、大学として学生･教職員の参加を支援している。報告内容は『実習報告集』

として刊行され、学生・教職員ならびに各実習施設に配布され、学科や学年の

枠を超えた教育効果を生んでおり、また各実習施設への成果還元の役割をも果

たしている。 

・平成 19(2007)年度より、｢卒業研究｣の成果発表と下級生の学習・研究意欲の活

性化を趣旨として 2 月上旬に｢卒業研究発表会｣を実施しており、平成 20(2008)

年度より『卒業研究要旨集』の発行も開始した。学部全体の行事として最終報

告の場が設定されていることは、各年度の｢卒業研究｣履修者にとって調査・研

究のモティベーション持続・ペースメーカーとして良好な効果をもたらしてい

る。また｢卒業研究｣選択・履修前の学生たちにとっては、新たな学びのスタイ

ルに対する期待を高め、模範例に接する貴重な機会となっている。 

・年度当初の新入生オリエンテーション期間中に、1 泊 2 日で開催される｢フレッ

シュマンセミナー｣では、大学での学修のアウトライン・心構え等に関する説明

以外に、少人数に分かれての履修相談・指導が実施され、各学科専任教員が学

生各自の将来の進路の構想を考慮しつつ、適正な履修プランを作成できるよう

サポートしている。 

・平成 21(2009)年度より、フレッシュマンセミナーは前期を通じての小集団によ

る学生の学修・生活支援のしくみとして拡充強化され、より一層の成果を期し
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ている。 

・平成 19(2007)年度以来、本学が主催する｢高校生福祉スピーチコンテスト｣に多

数の本学学生が参加し、福祉へのモティベーションの高い高校生たちの肉声に

触れている。教育課程外の行事ではあるが、学生たちに｢初心｣を思い起こさせ

るこのような機会は、専門科目への学習意欲の維持・向上に資することを通じ

て、学生の学習生活に良好な影響を与えている。 

・多くの科目において、関連の資格・講習(福祉住環境コーディネーター、日赤救

急法など)の取得や受講を積極的に奨励していることも、達成感を持ちながら各

領域の学習を継続し、好奇心を刺激する大きな要因となっている。 

 

3 – 2 - ⑦ (本学は該当しない) 

 

（２）3 - 2 の自己評価 

・本学教育課程は、各科目群が全体として体系性をもった形で編成され、合理的

な卒業要件が設定されている点で、水準に達したものである。カリキュラム改

訂はこの本学教育課程編成の水準をより高度なものにする役割を果たした。 

・教学内容を適切な国家資格等と密接に関連づけたことは、学生のモティベーシ

ョンを喚起すると同時に、各学生に履修プランを明快に認識させる上でも効果

的であった。 

・平成 21(2009)年 4 月の新学科設置は、静岡福祉大学短期大学部を含む静岡精華

学園の高等教育部門全体の再編・発展プランと、本学の開学以来の教育課程の

適正化・合理化の努力とが呼応して、より全般的な整合性と改善とが実現する

基盤とするに足るものである。 

・学生の履修から評価に到る過程おいても、行事予定は適切に公表され、CAP 制が

実施され、適正な成績評価と GPA 算定がなされ、且つ有効に活用されている。 

・現状においても GPA は適切に算定･運用されているが、各科目･各領域･各学科あ

るいは大学全体の教学改善のデータ、あるいは成績･学修状況が良好な学生に対

する表彰･顕彰の根拠とする等、より前向きな活用方法については未だ十分に検

討されていない。 

 

（３）3 - 2 の改善・向上方策(将来計画) 

・新たな学科体制が文部科学省の認可・受理を得て間もない段階であるが、完成

年度までの間、教務委員会等が実際の運用の中で明らかになった課題を組織的

に整理し、必要な改正を適宜提起する。 

・GPA のより有効な活用方法、とりわけ単位制度の実質を保つという観点からの活

用といった、よりポジティブな方向での運用プランを関係委員会･部署で検討し、

適切と判断されたものについては実行に移してゆく。 

・新設の 2 学科についても、従来同様、専門教育課程を良好な成績で修めた学生

の社会貢献の進路を拡げる観点から、教職課程を設置する必要がある。具体的

には、平成 22(2010)年度より高等学校一種教員免許(福祉・情報)の教職課程の
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開設を期している(健康福祉学科は｢福祉｣のみ)。 

 

3 – 3 教育目的の達成状況を点検･評価するための努力が行われていること 

（１）事実の説明（現状） 

3 – 3 – ① 学生の学習状況･資格取得･就職状況の調査、学生の意識調査、就職

先の企業アンケートなどにより、教育目的の達成状況を点検･調査するための努

力が行われているか 

・毎学期各授業科目(クラス)で実施される学生による授業評価において、学生の

各科目の予習・復習についての項目が設けられ、各担当教員にとって重要な参

考資料となっている。 

・学生厚生委員会によって実施されている｢学生生活調査｣において、学生の自主

学習時間の項目が設けられ、学生の修学意識および全般的自習状況が掌握され

ている。 

・各種資格取得状況は、学生教務課・各関係科目担当教員が、主に学生の申告に

基づいて掌握しており、主要資格については教学運営協議会あるいは国家試験

対策委員会で状況報告が行われている。 

・大学院等への進学状況については、キャリア支援課が進路状況調査の中で把握

し、教学運営協議会において就職活動状況報告の中で併せて報告されている。 

 

（２）3 – 3 の自己評価 

・本学の教育目的達成状況の点検・調査は、教育課程あるいは授業改善の基本的

判断材料としては、相応の水準に達している。 

・ただし、｢教育目的の達成｣という観点が十分に意識されてきたとは言えず、と

りわけ卒業生の就職先施設・企業での評価については、第 2 期生が卒業して間

もない現時点では、なお有意な客観データを集計・編集するに足るだけの取り

組みはなされていない。 

 

（３）3 – 3 の改善・向上方策(将来計画) 

・本学において従来取り組まれてきた各種調査・アンケート類の各項目を、｢教育

目的の達成度の確認｣という観点から再検討し、調査項目の修訂を行う。必要が

認められれば、新たな調査・アンケートを実施する。 

・キャリア支援課の調査・統計類の項目についても、同様に見直しを行うと同時

に、卒業生が就職している施設・企業などについては、本学学生の知識・技能

および課題認識・コミュニケーション等についての所見を意識的に収集する。 

 

【基準３の自己点検・自己評価】 

・本学教育課程は、総じて適切な教育目的に即して構想･立案され、必要な改訂･

是正を施しつつ、より良好な学科目編成を実現しつつある。平成 21(2009)年 4

月の学科改編は、この開学以来の営為を更に高いレベルに発展させようとする

ものであった。 
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・教育内容およびその結果･評価については、科目群毎の編成方針･教学意図に合

致した授業科目が配置され、水準に達した評価の実施と結果の活用とが行われ

ているものと見ることができる。平成 21(2009)年 4 月より運用されている教育

課程では、学生にも把握しやすい明快な編成が実現できたものと考えているが、

なお今後の運用状況を注視する必要がある。 

・本学は教育目的をより適正かつ合理的に教育課程化する努力を怠らなかったが、

教育課程を修了した後の、つまり就職後の学生のパフォーマンスに即した点検

については、なお取り組むべき課題がある。 

 

【基準３の改善・向上方策(将来計画)】 

・本学教育課程が概して適正に実施されているのは、開学以来の不断の点検･検証

と、それに基づく改訂･是正の結果である。以降も引き続き自己点検の姿勢を堅

持し、教育課程の水準の維持･向上に努めてゆく必要がある。 

・平成 21(2009)年度に福祉情報学科の医療福祉学科への改組、健康福祉学科の新

設を実施したことにより、平成 24(2012)年度の完成年度まで本学は年度ごとに

文部科学省のアフター･ケア(AC)を受けることとなる。これを絶好の機会として、

文部科学省担当部署との誠実で前向きな対話を通じて、適宜必要な措置をとり

つつ、教育課程の改善に努める。 

・教育目的の達成状況の確認の視点を学内に限定せず、施設･企業などの学外にま

で広げるという意識をもって各種調査・統計の内容を再検討する。 
・必要があれば新設学科の完成年度経過後ただちに改訂の届出ができるよう、教

学運営協議会の主導の下で、新課程の各科目の教育内容・科目群編成・年次配

当、および学部・学科教育目的の実践的･具体的検証を行っていく。 
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